
10

ＳＮＳに関連する相談は中高年層でも増加

27 3 24

１－１ 相談窓口未設置の自治体（市町村）を解消

２－１ 消費生活センターの設立促進

（人口５万人以上の全市町及び人口５万人未満の市町村の50％以上）

【消費生活相談員】

２－２ 管内自治体（市区町村）の50％以上に配置

２－３ 資格保有率を75％以上に引き上げ

２－４ 研修参加率を100％に引き上げ（各年度）

３－１ 適格消費者団体が存在しない３ブロック（東北、北陸、四国）における適格消費者団体の設立支援

４－１ 消費者教育推進計画の策定、消費者教育推進地域協議会の設置（全都道府県・政令市）

５－１ 消費者安全確保地域協議会の設置（人口５万人以上の全市町）

27 3

11
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26 4 1 27 4 1

12

50
75
100

19 466 20 469
10 368 12 413

36 1255 38 1288
23 2612 24 2659
4 86.8 4 89.9

11 12
26 12 17 NPO

26 3 27 10

11 1 30 6

18 4 39 11

27 11

13

100 1,721

平成27年４月１日現在

出所：消費者庁「平成27年度 地方消費者行政の現況調査」

平成26年４月１日現在

98.8 1,721

【沖縄県】
・宮古島市（みやこじまし）
・竹富町（たけとみちょう）
・国頭村（くにがみそん）
・南大東村（みなみだいとうそん）
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50

50 100 22 21

※ 5

100 19 20

14

平成27年４月１日現在

出所：消費者庁「平成27年度 地方消費者行政の現況調査」

平成26年４月１日現在

81.2
28

82.4
27

50%

20 19 17

20 50 18 18

※ 5

50 100 10 12

15

平成27年４月１日現在

出所：消費者庁「平成27年度 地方消費者行政の現況調査」

平成26年４月１日現在

30.9
37

34.0
35
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50%

40 50

40

50 36 38

16

平成27年４月１日現在

出所：消費者庁「平成27年度 地方消費者行政の現況調査」

平成26年４月１日現在

71.9
11

73.6

23 24 25 26 27
3,321 3,391 3,371 3,345 3,367

75%

17

平成27年４月１日現在

50

50 75 18 18

75 23 24

出所：消費者庁「平成27年度 地方消費者行政の現況調査」

平成26年４月１日現在

78.1
24

79.0
23
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100%

80 11

80 100 32 38

100

18

平成26年４月１日現在

出所：消費者庁「平成27年度 地方消費者行政の現況調査」

86.8
43

平成27年４月１日現在

89.9
43

19

平成27年４月１日現在 12団体

特定非営利活動法人
消費者支援ネット北海道

（認定日：平成22年2月25日）

特定非営利活動法人
埼玉消費者被害をなくす会

（認定日：平成21年3月5日）

・特定非営利活動法人
消費者機構日本

（認定日：平成19年8月23日）
・公益社団法人

全国消費生活相談員協会
（認定日：平成19年11月9日）

特定非営利活動法人
消費者被害防止ネットワーク東海

（認定日：平成22年4月14日）

特定非営利活動法人
京都消費者契約ネットワーク

（認定日：平成19年12月25日）

特定非営利活動法人
ひょうご消費者ネット

（認定日：平成20年5月28日）

特定非営利活動法人
消費者支援機構関西

（認定日：平成19年8月23日）

特定非営利活動法人
消費者ネット広島

（認定日：平成20年1月29日）

特定非営利活動法人
消費者支援機構福岡
（認定日：平成24年11月13日）

特定非営利活動法人
大分県消費者問題
ネットワーク

（認定日：平成24年2月28日）

特定非営利活動法人
消費者支援ネットくまもと
（認定日：平成26年12月17日）
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20

平成27年10月現在 30都道府県
6政令市

札幌市
（策定日：平成27年3月5日）

京都市
（策定日：平成27年3月20日）

神戸市
（策定日：平成25年12月16日）

福岡市
（策定日：平成27年3月31日）

千葉市
（策定日：平成27年8月26日）

静岡市
（策定日：平成27年3月31日）

21

平成27年10月現在 39都道府県
11政令市

札幌市
（設置日：平成25年12月10日）

京都市
（設置日：平成26年5月30日）

神戸市
（設置日：平成25年8月29日）

静岡市
（設置日：平成25年7月8日）
浜松市
（設置日：平成26年10月29日）

千葉市
（設置日：平成27年7月2日）

横浜市
（設置日：平成27年2月2日）

さいたま市
（設置日：平成27年8月24日）

仙台市
（設置日：平成27年1月9日）

福岡市
（設置日：平成25年7月2日）

堺市
（設置日：平成26年11月10日）
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地方消費者行政推進交付金

●各地方公共団体における消費者行政の計画的・安定的な取組を促進
●併せて、長期的・自律的な地方消費者行政体制の充実・強化を促進
⇒ 地域の現場における対応力の強化を図り、「消費拡大」に資する「消費者の安全・安心」を幅広く確保

●各地方公共団体における消費者行政の計画的・安定的な取組を促進
●併せて、長期的・自律的な地方消費者行政体制の充実・強化を促進
⇒ 地域の現場における対応力の強化を図り、「消費拡大」に資する「消費者の安全・安心」を幅広く確保

１．どこに住んでいても安心して相談で
きる社会基盤づくり

○消費者ホットライン3桁化により増加す
る消費生活相談への対応等の消費生活セ
ンターの設立支援

○改正消費者安全法の施行を踏まえた消費
生活相談員の養成、レベルアップ

○都道府県による市町村支援 等

⇒地方消費者行政強化作戦を推進し、
どこに住んでいても質の高い相談・救済
を受けられる地域体制を全国的に整備

２．消費者問題解決力の高い地域社
会づくり

○消費者トラブルに遭うリスクの高い高齢
者や障害者等の被害防止のための「地域
の見守りネットワーク」の推進

○成人年齢引下げを想定した若者向けの消
費者教育・啓発の推進 等

⇒地域社会全体と消費者自身の対応力
を強化

３．情報化の進展やグローバル化等新
たな課題への対応

○インターネット、スマートフォン、ＳＮ
Ｓの利用拡大など情報化の進展に対応し
た相談体制の強化等

○オリンピック・パラリンピック東京大会
に向けて増大が見込まれる在留外国人へ
の情報提供や相談体制の強化等

⇒消費者一人ひとりの安全・安心の確保

○消費者問題の多様化・複雑化、高齢者等の消費者被害の深刻化、改正消費者安全法の施
行、消費者ホットライン３桁化により増加する消費生活相談への対応等
⇒消費者行政の「現場」である地方公共団体が行う消費者の安全・安心確保に向けた取組を強
力かつ安定的に支援するため、都道府県に「地方消費者行政推進交付金」を交付。

趣 旨

趣 旨

※１．～３．のうち一部は、「国と地方とのコラボ
レーションによる先駆的プログラム」により実施

22

Ⅵ 附則

○経過措置（附則第3条） 内閣府令で定める基準に適合する者［消費生活
専門相談員、消費生活アドバイザー又は消費生活コンサルタントの資格保有者］について、
・消費生活相談業務その他これに準ずる事務に従事した一定の経験を
有する者は、消費生活相談員資格試験合格者とみなす
・講習を修了した者は、施行後5年内に限り合格者とみなす
○施行期日は、公布日から2年以内（附則第1条）
（指定消費生活相談員については、5年以内）

Ⅴ 登録試験機関

○登録の要件等（第10条の3第1項、第11条の9～第11条の12）
・内閣総理大臣は、登録要件（適切な試験委員の配置等）に適合する
法人から申請があったときは、消費生活相談員資格試験に関する登録
試験機関として登録しなければならない

○登録試験機関に対する監督等（第11条の13～第11条の24）

・試験業務規程の認可、試験委員の届出

・財務諸表の備付け等、改善命令等、登録の取消し、報告・立入調査等

地方消費者行政の連携イメージ

Ⅱ 消費生活相談等の事務の実施、消費生活センターの設置等

Ⅲ 地方公共団体の長に対する情報の提供

○都道府県・市町村による消費生活相談等の事務の実施（第8条～第9条）
・都道府県による、市町村の消費生活相談等の事務の共同処理等に関する必要な調整
・事務を適切に実施できるものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託
・国及び国民生活センターは、研修等必要な援助を実施
・秘密保持義務規定（国民生活センター役職員についても同様の規定。国セン法第9条）

○消費生活センターの設置等（第10条～第11条）
・消費生活センターの組織運営等について、内閣府令で定める基準を参酌し条例整備
・消費生活センター等に消費生活相談員を置く
・事業者に対する消費者からの苦情に係る相談・あっせんに従事する者
・消費生活相談員資格試験に合格した者又はこれと同等以上の専門的な知識及び技術
を有すると都道府県知事又は市町村長が認めた者から任用

・都道府県は、都道府県の消費生活相談員の中から、指定消費生活相談員（市町村の
消費生活相談に関し助言、協力、情報の提供その他の援助を行う）を指定

○消費生活上特に配慮を要する消費者に関する情報提供（第11条の2）
・内閣総理大臣、国民生活センター及び地方公共団体が、他の地方公共団体に
対し、消費生活上特に配慮を要する消費者に関する情報を提供

Ⅳ 消費者安全の確保のための協議会等

○消費者安全確保地域協議会（第11条の3～第11条の6）
・国及び地方公共団体の機関、病院、教育機関、消費生活協力団体又は消費
生活協力員等により、消費者安全確保地域協議会を組織

・協議会は、消費生活上特に配慮を要する消費者の見守り等必要な取組を行う
・秘密保持義務規定

○消費生活協力団体及び消費生活協力員（第11条の7及び第11条の8）
・消費者の利益の擁護又は増進を図るための活動を行う民間の団体又は個人の
うちから、消費生活協力団体及び消費生活協力員を委嘱
・秘密保持義務規定

Ⅰ 総則

○消費者教育の推進 国及び地方公共団体の責務として、消費者教育の推進等を通じて
消費者安全の確保を図ることを明記（第4条第6項）

高齢者等

消費生活

協力団体

消費生活

協力員

地域協議会

病 院

３つの不安

「お金」
「健康」
「孤独」

消費生活センター
地方公共団体

（消費者行政担当課）

情報共有 情報共有

庁内連携

相談窓口

情報共有

教育機関

警 察

保健所

消防機関

消費生活相談員

※ 秘密保持義務
を課す
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188 6.4
27 10
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